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ダム, 堰などの公共事業にあたって, 川辺川ダム, 長良川河口堰, 千歳川放水路など, 途中段階でその必要性




合意形成の場に関して, 再び暗雲が立ち込めている｡ 2006年秋, 国土交通省は淀川水系流域委員会の中止を決
め, 利根川流域に関しては淀川流域のような協議会方式ではなく, 学識経験者, 流域住民, 地元首長などから別々
に意見を聞く機会を設けるというヒアリング方式で河川整備計画づくりを行うことを発表したからである｡
本稿では, 公共事業にあたって, 計画段階または途中段階で住民参加の合意形成の場を設置した 5ヵ所の事例
を検証し, 公共事業をめぐる合意形成の場の成立要件, 合意事項の事業計画への反映の成否などを分析すること
によって, 合意形成の場のあり方に関する今後の課題を抽出することを試みた｡


















た｡ 1963年には木曽三川資源調査 (KST) が行
われ, 1965年には中京工業地帯への工業用水の
利水開発を含む木曽川水系水資源開発計画が策定
























から 5月の間, 中部地域の学識経験者 3名(2) が
交代で座長をつとめ, 事業を推進する建設省, 水
資源開発公団, 事業に反対する漁民, 市民団体が







野坂建設大臣 (当時) は ｢長良川河口堰円卓会議
は一定の成果はあったが, 一定の成果以上に詰ま
らなかった｣ として河口堰の本格運用開始を宣言





































































































































通産省, 愛知県, 博覧会協会と 3団体による話
し合いの結果, 28名の委員(4) による ｢愛知万博
検討会議｣ の設置が決まり, 5月下旬から 12月
まで合計 13回の会議が開催された｡ とくに, 第





られた｡ 第 9回以後の検討会議は, 海上の森会場
が最小限の面積となったためメイン会場となった
青少年公園会場に関する議論が主となり, 第 13

















理由として, ｢『人』 と 『システム』 という要素を
考えるなら, 検討会議の合意は圧倒的に 『人』 の
要素がもたらしたものである｣ と評価しながら,
以下の 7つをシステムとしての要素として評価し
ている (谷岡 2005)｡ ①6者 (事業者 3団体と自









が生まれたことである｡ これを補うため, 第 5回





































































備会は 4名の学識経験者(6) で構成され, 2001年 1
月に淀川水系流域委員会の規約案, 組織, 委員,






部会委員 (うち 6名が委員会と重複, 以下同じ),
17名の琵琶湖部会委員 (9名), 12名の猪名川部











の委員, 市民団体の委員が, それぞれ ｢行政語｣,







れた｡ また会議の中では, 委員だけではなく, 傍
聴者にも発言の機会が与えられた｡ 淀川水系は,






































第 2期淀川水系流域委員会 (2003年 1月～2005
年 1月) では, ｢淀川水系流域委員会提言｣ を受
けて, 近畿地方整備局が河川整備計画基礎素案を
示し, それに対して委員会が注文をつけるという
形がとられた｡ これに対応するため, 第 1期淀川
水系流域委員会の地域別部会に加えて, 環境・利
用, 治水, 利水, 住民参加の 4つのテーマ別部会
が設置された｡ また, 2003年 11月～2004年 2月







ダム, 大戸川ダム, 天ヶ瀬ダム, 余野川ダム, 琵
琶湖の水位調整などテーマごとに検討が行われた｡
その結果, 2003年 12月, 2004年 12月の 2回に
わたって淀川水系流域委員会は, 天ヶ瀬ダムを除
く 4つのダムの ｢中断を継続｣ すべきであるとの
結論を出し, その任期を終了した｡
これに対して, 2005年 7月, 国土交通省は淀
川水系流域委員会への連絡もなく, 大戸川ダム,
余野川ダムの 2ダムは中止, 川上ダム, 丹生ダム
は規模縮小ながらも事業継続とするとマスコミに





































































積の 20％, 海岸線の 90％が失われた｡ 三番瀬は,
千葉県浦安市, 市川市, 船橋市の埋立地に囲まれ
た約 1,800 haの浅瀬であり, 干潮時には数カ所




























1999 年千葉県は, 埋め立て面積を当初の 740
haから 101 haに縮小する見直し案を発表した｡
しかし, これに対しては千葉県内の団体ばかりで




















員(9) は, 学識経験者 9名, 地元住民代表 (自治
会) 3名, 漁業関係者 4名, 産業界関係者 1名,
環境保護団体 4名, 公募県民 3名, 計 24名で構
成され, 国, 県, 地元市はオブザーバーとして参
加した｡ 途中で交代した委員や小委員会の委員を
含めると, 計 50人が参加し, 円卓会議 22回, 専
門家会議 11回, 海域小委員会 21回, 護岸・陸域















































































































第 16条 2第 3項)
千葉県 (知事の諮
問機関)
















































































































あろう｡ 淀川部会・現地対話集会 (2002年 8月
～9月), 琵琶湖部会・これからの琵琶湖と川と









行うアリーナの 2つの形式があり (図 1), 相互


















































































(2005) は, 合意形成の場として, 広く意見を聞
くフォーラム, 代表者によるアリーナのほかに,
第三者による計画遵守の異議申し立て機関として



































































































( 2 ) 座長は, 西條八束 (名古屋大学名誉教授), 椎
貝博美 (筑波大学教授), 和田吉弘 (中部学院大
学短大副学長)｡
( 3 ) 委員長は山田家正 (小樽商科大学学長)｡ 委員
は西山恒夫 (北海道東海大学学長), 板倉忠興
(北海道大学教授), 内田和夫 (北海道大学教授),
辻井達一 (北星大学教授), 出村克彦 (北海道大
学教授), 藤間聡 (室蘭工業大学教授)｡
( 4 ) 委員長は谷岡郁子 (中京女子大学学長), 副委
員長は森島昭夫 (名古屋大学名誉教授), 有識者
委員に糸魚川淳二 (名古屋大学名誉教授), 島津
康男 (名古屋大学名誉教授), 林進 (岐阜大学教
授), 鷲谷いづみ (東京大学教授), 博覧会協会企
画運営委員として隈研吾 (会場計画 PT), 武内
和彦 (環境 PT), 荻原喜之 (環境 PT), 森川高
行 (観客輸送 PT), 地元関係委員として伊藤保
徳 (未来創造 21せと市民の会), 井戸田幸子 (日
本 EVクラブ愛知), 木村光伸 (2005年日本国際
博覧会推進瀬戸地区協議会), 国分孝雄 (EXPO








草刈秀紀 (WWFジャパン), 古南幸弘 (日本野
鳥の会), 高垣英明 (日本野鳥の会愛知県支部),
辻淳夫 (藤前干潟を守る会), 森山昭雄 (国営海
上の森里山公園構想をすすめる連絡会), 吉田正
人 (日本自然保護協会)｡























( 7 ) 第 1期の庶務は三菱総研, 第 2期はみずほ情報
総研, 第 3期は日本能率協会が担当した｡
( 8 ) 第 3期淀川水系流域委員会 (2005年 2月～2006
年 1月) は 28名の委員から構成され, 委員長は
寺田武彦 (弁護士), 副委員長は今本博健 (京都
大学名誉教授), 三田村緒佐武 (滋賀県立大学教




( 9 ) 2002度の委員は, 会長岡島成行 (大妻女子大
学教授), 副会長大西隆 (東京大学教授), 学識経



















理事), 公募委員＝千葉元 (会社員), 松岡好美
(大学生), 米谷徳子 (主婦), 2003年度からの委
員は, 蓮尾純子 (日本野鳥の会評議員), 田中勝
久 (水産総合研究センター主任研究員), 清野聡
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